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Executive Summary 

１．日本のスタートアップエコシステムの課題 

日本のスタートアップエコシステムには、リスクマネー、特にレイタース

テージの供給不足、海外ベンチャーキャピタルの投資対象になりにくい投資

/Exit規模や投資契約の慣行、上場後の成長の伸び悩み等の課題があること

から、グローバルな競争力を有するスタートアップが創出されにくい環境に

ある。また、新産業に繋がる科学技術を生む基礎研究力も低下している。 

 

２．本意見の目的と提言 

本委員会は、ディープテック領域におけるグローバルな競争力を有するス

タートアップの成長段階を以下の３つのフェーズに分けて提言する。 

フェーズ１：産業競争力向上に資する領域での技術・イノベーションの向上 

フェーズ２：グローバル企業への発展を見据えたスタートアップの創業/成長

支援 

フェーズ３：上場後の持続的成長を促進する制度・環境整備 

グローバルな競争力を有する企業の創出、それによる日本の国力向上とい

う目標に向けて、これらが繋がりをもちながら実現されていくことが、スタ

ートアップエコシステムを拡大する。 

 
３．提言の実現に向けた活動 

本意見で提言している政策や民間による取組みについて、本委員会で実

現・実装に向けた活動を展開。  
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はじめに 

スイスのビジネススクール IMDの「世界競争力年鑑」において、日本は 1990

年代初頭までは 1 位であったが、2023 年版では 35 位に低下している。この

背景には、バブル崩壊後の 30年に及ぶデフレ環境下、経済のダイナミズムを

喪失し産業の新陳代謝が起こらなかったことがある。 

ヒト・モノ・カネそれぞれに制約があるなか、日本の国力を回復し持続可能

な社会を構築するためには、グローバルな競争力を有するスタートアップを

多数育成していくことが不可欠である。政府もその視点から 2022年に「スタ

ートアップ育成５か年計画」を策定し、ユニコーン 100 社、スタートアップ

10万社創出を目標としている。 

本委員会では、グローバルな競争力を有するスタートアップを創出するた

めに、ディープテックスタートアップへの支援の強化と、上場後のスタート

アップの成長を促すための施策に焦点を当てて検討を行った。それぞれにつ

いて、政府と民間が取組むべきことを提言する。 

 

 

Ⅰ．日本のスタートアップエコシステムの現状と課題 

 

1.グローバルで勝てる領域へのリスクマネー不足 

（１）レイターステージの資金不足 

民間ベンチャーキャピタル（以降、VC）の投資期間が概ね 10年に設定され

ているなか、投資がアーリーステージに偏っており、事業化までの期間が長

いディープテック領域への資金供給は限定的である。官民ファンド1において

も、是正されつつあるものの、依然としてその傾向が見て取れる。 

 

 

 

 

 

 

 

1 「JICグループの投資活動について （2022年度）産業投資革新機構投資先ファンド

の投資先スタートアップのステージ別及び業種別件数割合」に依る 
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【図表１】ステージ毎の VC投資割合（2020年） 

 

（出典）総合科学技術・イノベーション会議第 4 回 イノベーション・エコシステム専門調査会） 

 

また、レイターステージにおける資金調達手段の一つであるベンチャーデッ

トが未成熟である。国内金融機関において、未上場企業にデットで資金を提供

する実例や意識、考え方が十分浸透しておらず、供給量は、米国 355億ドル

（2022年）に対して日本は 17億ドル（同年）に留まる。 

【図表 2】日米のベンチャーデット供給量の比較 

（出典：みずほ銀行にて集計） 

（２）海外からのリスクマネー不足 

海外 TopTierVC が中国やインド、イスラエルには進出しているが、日本には進

出していない。本委員会では、複数の海外 VC等に、日本の市場やスタートアッ

プエコシステムに対する認識についてヒアリングを行った。その結果、日本の市

場については、技術力の高さ等からポテンシャルがあると見られており、実際、

ディープテック領域のスタートアップに投資している事例もあることがわかっ

た。 
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他方で、以下の課題があることを確認した。 

⚫ 日本のスタートアップには、資本政策やバリュエーション、投資契約2に

関する構造的問題があり、米国からは投資がしにくい 

⚫ EXITの規模が小さく、投資対象として検討の俎上に上がらない 

⚫ 海外市場と繋がる VCや政府系ファンドが殆ど存在しておらず、海外 VCと

の人的交流も乏しい 

また、日本の VC については内外機関投資家から長期運用に資するアセットク

ラスとして見られていないことが理由となり、海外 VCと比較してファンドサイ

ズが小さい。その結果、投資金額が小さくなるという構造が存在する。 

 

【図表 3】海外 TopTierVC 進出先 

 

(出典)第 4 回 産業構造審議会 経済産業政策新機軸部会 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 シリーズ A から海外ベンチャーキャピタルが投資するには、グローバルに標準とされる

タームシートで契約を行う必要がある。 
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【図表 4】日米 VC 比較イメージ図 

 
（出典）総合科学技術・イノベーション会議第 5回イノベーション・エコシステム専門調査会資料を基に事務局作成 

 

 

【図表 5】日米 LP 出資者構成 

 

（出典）総合科学技術・イノベーション会議第 5回イノベーション・エコシステム専門調査 

（３）スタートアップの投資家構成の課題 

ディープテックスタートアップがグローバルな競争力を有し、上場する規模

の企業に成長するには、創業時より継続して支援し、中核を成す投資家の存在や、

その業種を専門とする海外 VCが投資家に含まれていること、さらにグローバル

で成長させた実績のある株主による適切な支援が得られることが求められる。

しかし、こうした投資家構成を有する日本のスタートアップは、多くない。 

この背景には、経営者自身のグローバルマインドセットや経験の欠如および、

外国籍人材を含む経営陣の多様化を行っていないことが一因と考えられる。ス

タートアップ側に自律的に海外 VCから資金調達するといった行動を起こすグロ
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ーバルマインドセット3の醸成が必要である。 

 

2.科学技術を支える基礎研究力の低下 

グローバル競争力を有する新産業を創出するには高い科学技術力が重要であ

るが、この分野における日本の国際競争力は低下している。実際、論文数、Top1％

補正論文数4（質の指標）における日本の世界ランクは 2000 年代半ばから低下

している。国立大学の法人化以降、科学・基礎研究を支援する大学運営費交付金

が縮小し、研究環境の悪化、研究者の減少を招いたことがその原因と考えられる。

基礎研究力は将来の技術・イノベーション創出に繋がるものであり、その低下は

それらをシーズとする新事業創出の凋落に繋がる。 

 

【図表６】国・地域別論文数、Top1％補正論文数：上位 25か国・地域 

 

(出典)文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標 2023」を基に、経済同友会が加工 

 

3 広い視野を持ち、異なる文化、価値観、ビジネス習慣などを理解、尊重する能力。それ

を活かして、異なるバックグラウンドを持つ人々との間でもリーダーシップを発揮できる

こと。 

4 論文の被引用数が各年各分野（22 分野）の上位 1％に入る論文の抽出後、実数で論文数の

1/100 となるように補正を加えた論文数。 
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国際競争の観点からは、各国の

大学における研究開発費の推移との

比較も重要である。政府から大学部門

への研究開発費について 2000 年と

2021年を比較した場合、他国では 1.9

～6倍の範囲で増加しているが、日本

では増えていない。 

 

 

 

（出典）科学技術・学術政策研究所科学技術指標 2023 

一方、企業から大学への資金が研究費全体に占める割合（2021 年）について

は、中国が 26.8％で最も大きく、韓国 13.8％、ドイツ 12.9％であるのに対

し、日本は 3.3％に留まる。大学と企業の共同研究等が活発に行われていない

構造となっている。 

 

【図表８】大学における企業負担研究開発費の割合 

 

（出典）科学技術・学術政策研究所 科学技術指標 2023 

 

【図表 7】政府から大学への研究開発費流入推移 
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3.上場後に成長するスタートアップが少ない 

グロース市場は「高い成長可能性を有する企業向け」5とされているが、時価

総額の中央値では高い成長が見られず、約半数の企業は上場時の時価総額を下

回る状況にある。この背景には、レイターステージのファイナンス手段が限られ

ているため、売上高が低い段階や経営体制が未成熟な段階で上場していること

が考えられる。また、上場後に成長資金確保のための公募増資を実施した企業が

14％と低く、資本市場を活用することのインプリケーションや市場で調達を行

うために求められる事業成長の必要性を経営者自身が十分に理解していない可

能性がある。 

  

【図表 9】上場月の月末時価総額を 100とした場合の時価総額の経年推移 

 

（出典）東京証券取引 所市場区分の見直しに関するフォローアップ会議 第８回 東証説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 日本取引所グループ ウェブサイト「市場構造の見直し」参照。 
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【図表 10】上場後に公募をした企業の割合6
 

 

(出典)東京証券取引 所市場区分の見直しに関する フォローアップ会議 第８回 東証説明資料① 

 

 

Ⅱ．グローバルに勝てるスタートアップを増やすための提言 

 

１．ディープテック領域への注力 

高齢化や気候変動のように、日本国内に留まらない世界共通の課題に対する

ソリューションを有することは、国際競争力強化に向けて戦略的に重要である。

持続可能な社会の構築に資する革新的な技術を活かしたビジネスはグローバル

展開が可能であり、事業規模も大きくなる。その結果、新たな雇用を大規模に創

出し、競争力が低下した産業からの労働移動の活性化が期待できる。日本には世

界に先駆け、公害問題や省力化に技術を活用し取り組んできた歴史があり、ディ

ープテック領域7において世界をリードできる素地がある。それを活かし、グロ

ーバル・スタートアップを創出するために必要な政策と民間の取組みを以下に

提言する。 

 

6 マザーズ・グロース市場に上場企業のうち、上場後公募を実施した会社は約 14％。上場

から 10 年以上経過している会社（2012 年以前上場）に限っても約 27％ 

 

7 優先すべき分野としては、海外 VC へのヒアリング等を踏まえ、人手不足の解決に繋が

る自動化技術、環境負荷を低減する次世代リサイクル、脱化石化に繋がる革新的なモノづ

くりに加え、バイオ、素材、宇宙、エネルギー関連が考えられる。 
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（１）ディープテックスタートアップの支援 

➀海外ベンチャーキャピタリスト育成機関への日本人キャピタリスト派遣 

 日本ではマーケット規模が一定程度あることから、これまでスタートアップ

は国内市場で成長した後に海外市場を目指してきた。しかし、海外市場を目指す

段階になってから、スタートアップの組織体制、資本政策、ベンチャーキャピタ

ルとの投資契約等をグローバル水準に引き上げることは容易ではない。したが

って、グローバルに勝てるスタートアップの創出には、その経営を創業時からグ

ローバル水準に対応したものにする必要がある。しかし、これを主導できる経営

人材や、支援するベンチャーキャピタリストが日本には大幅に不足している。 

 こうした課題の解決に向け、まずは、ベンチャーキャピタリストがスタートア

ップのグローバル展開に必要な知識・能力、スキルを修得するために、海外のベ

ンチャーキャピタリスト育成専門機関に日本人キャピタリストを派遣すること

が必要である。派遣費用は全額政府負担とし、VC のパートナー以上の実績ある

人材数名（年間）を対象に、短期ではなく 1～2年程度の研修から成る全プログ

ラムの修了を必須とする派遣事業を行うべきである。 

これにより、スタートアップがグローバルで成功するための知見・ネットワー

クを擁するキャピタリストが育成され、彼らをハブとして、日本と諸外国キャピ

タリストとの繋がりが構築される。グローバル水準のキャピタリストの人材層

を厚くするためには、こうした派遣事業を中長期的に継続して行うべきである。 

また、海外ベンチャーキャピタルとの人的交流が深まることにより、わが国のベ

ンチャーキャピタル全体がグローバル水準へ引き上げられることも期待される。 

【図表 11】キャピタリスト育成機関への日本人キャピタリスト派遣 
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②ディープテックスタートアップをアーリーからレイターまで支援出来るエコ

システムの構築 

 

ベンチャーキャピタリストのグローバル水準への引上げに加え、資金面にお

けるグローバル市場との接点を構築することは、ディープテックスタートアッ

プの成長に必須である。 

そのための施策として、シード・アーリーの段階に関しては、海外 VＣと日本

企業が共同ＧＰとなり日本のディープテックスタートアップに、国際的に標準

とされるタームシートや、グローバルな成長に向けた資本政策に基づく投資を

行うファンドを創設する。実績のある海外 VCと組むことにより、創業間もない

段階から海外市場への進出を志向するスタートアップを支援できる。 

 

ミドル・レイター段階については、政策的には、海外ベンチャーキャピタリス

ト育成機関で教育を受けた人材複数名が市場水準の報酬で官民ファンドの中枢

を担うことにより、政府系投資機関の進化を図ることである。具体的には、民間

にとってはリスクの高い、ディープテックスタートアップの海外事業拡大に必

要な大規模リスクマネーの供給や組織体制の強化を支援することが期待される。 

 一方、スタートアップ側がシード・アーリー段階から海外 VC の出資に適う投

資家構成や経営を行うことにより、ミドル・レイターを対象とする海外 TopTier 

VC をリードとするラウンドがアレンジされやすくなる。ミドル・レイター段階

においても海外からの資金を呼び込むことにより、ディープテックスタートア

ップのさらなる成長を支援するエコシステムが構築される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



12 

 

【図表 12】 

 

 

 なお、海外からのリスクマネー供給拡大を図るためには、日本の VCがアセッ

トクラスとして内外の機関投資家から評価されるようになることが必須である。

そのために、政府の「資産運用立国実現プラン」に記載されている VC向けのプ

リンシプル策定や、非上場株式の公正価値評価の促進、またファンドのガバナン

スなど、日本の VC における課題の分析と改革が求められる。 

 

2.スタートアップのマインドセットの転換とグローバル化に向けた環境整備 

 

（１）グローバルで通用するための経営者育成と投資家構成―マイノリティと

してリーダーシップを鍛える 

グローバルで通用するためには、経営者自身の成長と、グローバルのトップタ

レントおよび海外の Top Tier VCの参画が必要である。 

海外 VCの出資に適う投資家構成、さらにそうした投資家（株主）による実効

性あるガバナンスを目指し、まずはスタートアップの経営者は意識的にグロー

バルマインドセットを醸成していく必要がある。そのためには、異なる文化、価

値観、ビジネス習慣を持つ人々と仕事をする場に自身を晒し、ダイバーシティの

中で、マイノリティとしての経験やオープンマインドを持ったリーダーシップ

を培う機会を積極的に追求し、獲得していかなければならない。そうした原体験

を礎に築く経営・組織こそがグローバルに勝てる力を有していく。 
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（２）グローバル化に向けた環境整備 

スタートアップの組織体制の多様化も求められるが、優秀な海外人材の呼び

込みには政府による環境整備が不可欠である。グローバル化を推進するスター

トアップでは、外国籍社員に定着してもらうために多くの努力をしている。その

取組み事例をスタートアップの間で広く学ぶとともに、政策的にも後押しする

ことが必要である。具体的には、スタートアップビザ制度の拡充、税制等におけ

る支援（日本での生活環境立ち上げや通訳に係る費用を所得税や社会保険料算

定の対象となる所得から控除する措置8）が求められる。 

また、JETROなどの政府関係機関や在外公館を通じた進出国でのスタートアッ

プエコシステムと繋がるネットワーキングの強化、プロフェッショナルサービ

スへのアクセス支援、現地政府の FDI（Foreign Direct Investment）担当機関

や現地企業との連携支援の拡充なども重要である。 

既に述べている通り、ベンチャー投資に係る契約の国際化は、グローバルな資

金調達や成長支援を得られるか否かに関わることから、グローバル化を志すス

タートアップの早期対応が必要であることは言うまでもない。加えて、日本のス

タートアップエコシステムをグローバルに開かれたものにする観点に立てば、

スタートアップ全般で投資契約を国際的なスタンダードに合わせていくことが

重要である。 

 

3.大学発スタートアップ拡大に向けた基礎研究予算の拡充 

 大学発スタートアップの数を増やすには、科学（基礎研究）、技術（応用技術）、

イノベーションの社会実装を総合的に強化する必要がある。日本の科学技術関

係予算では、選択と集中が進んでいるものの、国際比較でみるとわが国の科学技

術力は低下し続けている。こうした状況から、さらなる選択と集中が科学技術力

の強化に繋がるとは必ずしも言えない。 

したがって、自然科学系の基礎研究においては、社会課題解決や日本の産業競

争力向上に資する分野（例えば、ライフサイエンス、量子、宇宙、原子力、脱炭

素化関連など）の予算を拡充し、幅広く配分する施策が必要である。具体的には、

こうした分野の次世代を担う研究者を中心に、年間 100～200万円の研究費を基

盤的経費として複数年間にわたり配分することが考えられる。 

 

8 来日のサポート（ビザ申請支援、航空券手配）、来日後の一次的な住居支援、来日や居住

に必要な手続き）をスタートアップ側が支援している例がある。 
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科学技術力は、国の経済力、ひいては国力を左右するものである。挑戦か衰退

かの分岐点にあるわが国としては、将来を見据え、基礎研究予算の拡充という挑

戦を選択すべきである。したがって、その財源は、本来、国の予算全体のあり方

についての議論の中で検討する必要があるが、現状の予算構造、及び財政状況の

厳しさ踏まえると、競争的資金を効率化し捻出することが財源確保策の一つで

ある。 

なお、公的研究費の適正利用については、各大学において管理監督する仕組み

になっているが、予算拡充に伴い、アカウンタビリティ（説明責任）のあるルー

ルの運用が一層重要となる。 

 

 技術とイノベーションの領域については、民間企業と大学との共同研究を一

層強化することにより、研究資金の増加を図る必要がある。政府及び民間企業が

投じた資金が大学の研究成果を生み、それが特許や新事業のシーズとなり企業

が買収する、といった日本の産業競争力に結び付く好循環をつくることが必要

である。 

 

【図表 13】科学（基礎研究）・技術・イノベーションのイメージ 

 
(出典)東京大学大学院理学系研究科化学専攻 合田教授作成資 
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【図表 14】技術・イノベーションにおける好循環 

 

 

4.非上場のプライマリー市場とセカンダリー市場の活性化に向けた規制改革 

日本では非上場企業の公募、私募での調達に関する規制が厳しく、厳格な開示

義務、少人数私募の募集人数制限（勧誘対象者 49名以下）や届出免除基準が調

達金額 1億円未満と少額であることなど、発行体、投資家、仲介会社全てにとっ

て米国と比較して9使い勝手が悪いため、非上場のプライマリー市場が拡大して

いない。 

例えば、少人数私募の募集人数制限を勧誘者数ではなく購入者数により定義

する、少額公募における届出免除基準の調達金額を 20億円程度まで引き上げる

など当該規制を緩和することにより、非上場企業が、非上場株の流通市場を用い

て、より広範で大規模な資金調達ができるようになる。その結果、非上場のまま

短期間で高い時価総額となる環境が整備され、北米企業並みのスピード・規模感

で成長することが可能となる。非上場のプライマリー市場が活性化することに

より、セカンダリー市場も活性化し、相互に成長するプラスのスパイラルが生じ

る。 

 

5.ベンチャーデットの活用促進 

足元の金融機関はトラックレコードを有する産業や事業に対して資金供給す

る傾向が強い。この点は規制強化によりやむを得ない側面があるが、何よりも金

 

9 米国においては、非上場株式が取引される非上場市場が活発化しており、非上場段階で

のマーケットを利用した大型の資金調達が可能。 
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融機関自身が戦後復興期のベンチャースピリットを取り戻すことが重要である。

ディープテック領域におけるリスクマネー供給において伝統的な審査の枠組み

から一歩踏み出すことが求められる。例えば、赤字だから融資ができないという

スタンスではなく、どうしたら融資が行えるかを考えることが求められる。 

事業化までの期間が長いディープテック領域のスタートアップに関しては、

技術や商品の社会実装の見極め、社会課題解決のビジョンを実現していく経営

チームの経営力、有力 VCや社外取締役によるガバナンス体制、アカウンタブル

な事業計画の存在とその検証がカギとなる。上記視点を盛り込んだ新たな審査

の枠組みを各金融機関が自ら能動的に策定していくことや、金融機関同士で情

報交換を行い切磋琢磨していくことが必要である。かかる動きが拡大していけ

ば、シンジケートローン等の組成が可能となり、リスクマネーの供給が拡大する。

一方で、スタートアップ側でも金融機関が必要な情報や体制を整備していくこ

とが重要である。 

 

 

Ⅲ．上場後も成長しつづけるスタートアップを増やすための提言 

 

１．上場後のガバナンス高度化を促す施策 

スタートアップは資本市場を活用することのインプリケーションを理解する

とともに投資家に対し成長の果実を還元していく覚悟を持つ必要がある。資本

市場活用の意味は、投資家の視点を入れることで経営のガバナンス体制を高度

化させ結果的に成長していくことである。そのために以下 3 つの施策が考えら

れる。 

第一に、現在のグロース市場の上場維持基準において流通株比率は 25%とされ

ているが、プライム市場は 35%に設定されている。グロース市場に上場予定のス

タートアップにとって、ガバナンス体制強化は成長のために重要な課題である

ことを鑑みると、グロース市場の流通株比率を 35%以上に設定することが妥当で

ある。 

第二に、低成長が続き改善が見られない企業には、成長戦略に関する説明責任

を求める趣旨から、売上高成長率 20％未満の企業には同指標の向上施策の報告

書を東京証券取引所に提出することを義務付けるとともに、開示を求める。 

第三に、東京証券取引所が 2021年に設け、現在経過措置期間にある上場維持

基準（上場 10 年経過後から時価総額に係る上場維持基準を 40 億円以上とする
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ルール）について、上場から 5 年後、10 年後と段階的に時価総額基準を引き上

げる方式を導入することが考えられる。 

なお、既上場企業へ与える影響を想定し、上記施策は一定の猶予期間を設けて

導入すべきである。 

 

 

２．M&A の活性化に向けた環境整備 

大企業による未上場企業の M&A、上場したスタートアップに対する TOBによ

る M&Aは、スタートアップの Exitはもちろん、上場後の成長戦略の手段とし

て有効であり、その活性化は企業の新陳代謝を促進する。 

M&A活性化に向けた環境整備としては、まず、会計基準の違いが障害となら

ないよう、のれんの償却に関する会計基準について、IFRSや米国基準へのコン

バージェンスが必要である。また、大企業によるイノベーション、新事業領域

の創造を担う CVC については、情報収集のための少額のスタートアップへの出

資にとどまらず、自前主義脱却に向けたスタートアップとの協業を目的に M&A

を積極的に行うべきであり、その際にはオープンイノベーション促進税制10を

活用していくことが有効である。 

 

３．RS（譲渡制限付株式）・RSU（譲渡制限付株式ユニット）活用円滑化に向け

た施策 

未上場時には、ストックオプションの付与が優れた人材確保のインセンティ

ブとなるが、上場後にはその魅力は低下する。上場後も優れた人材の採用、リ

テインを行うために、そのインセンティブになり得る RS・RSUなど、株式報酬

制度の活用円滑化に向けた環境整備が求められる。具体的には、RS・RSU等の

株式報酬への所得課税について、給与所得として扱わず、売却時の譲渡益課税

に一本化することを選択可能にすることや、報酬として取得した株式について

譲渡益課税を時限的に軽減することを検討すべきである。 

 

 

10 令和 5 度年税制改正により、国内の対象となる出資法人がスタートアップ企業の M&A

（議決権の過半数の取得）を行った場合、取得した発行済株式の取得価額の 25%を課税所

得から控除できる。 
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おわりに 

既存の日本のスタートアップエコシステムは、起業件数の面では一定の成果

をあげているが、真にグローバルな企業を生み出す仕組にはなっていない。海外

の優れた知見から真摯に学ぶことにより、日本から世界企業へ飛躍的成長を遂

げるスタートアップ企業が数多く生まれ続ける仕組みの構築と、ステークホル

ダーの取り組み推進が本意見の目指すところである。 

本意見で提言している政策や民間による取組みについては、今後、本委員会に

て実現・実践に向けた活動を行い、日本のスタートアップエコシステムをグロー

バル競争に伍していける水準に引き上げたい。 

その一環として、経済同友会だからこそできる活動を行っていく。例えば、大

学と大企業との協働の推進や、研究者と経営人材が繋がる場づくり、会員所属企

業の CVC を通じて、大企業から若手人材のみならず経験を積んだシニア人材を

スタートアップへ派遣する取組を実践していきたい。 

最後に今回の意見策定にあたり、スタートアップ、大学、金融機関、VC、CVC、

PE ファンド、東京証券取引所、官公庁等多くの関係者にヒアリングを行い貴重

な意見を頂戴した。ここに御礼を申し上げる。 
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 下 野 雅 承 (日本アイ・ビー・エム 名誉顧問) 

 白 石 徳 生 (ベネフィット・ワン 取締役社長) 

 新 芝 宏 之 (岡三証券グループ 取締役社長) 

 菅 原 貴与志 (セジフィールド＆パートナーズ・ジャパン  

代表弁護士) 

 杉 田 浩 章 (ボストン コンサルティング グループ シニア・ 

アドバイザー) 

 杉 野 文 則 (ビーマップ 取締役社長) 

 杉 本 文 秀 (長島・大野・常松法律事務所 事務所代表) 

 鈴 木 禎 久 (電通 統括執行役員) 

 住 谷 栄之資 (ＫＣＪ ＧＲＯＵＰ 名誉会長) 

 諏 訪 暁 彦 (ナインシグマ・ホールディングス 取締役社長) 

錢 高 丈 善 (錢高組 取締役専務役員) 

妹 尾 輝 男 (コーン・フェリー・ジャパン 特別顧問) 

 曽 谷   太 (ソマール 取締役社長) 

平   皓 瑛 (ＳＭＢＣクラウドサイン 取締役) 

 髙 島 宏 平 (オイシックス・ラ・大地 取締役社長) 

 髙 橋 知 裕 (ＨＥＲＯＺ 代表取締役) 

 高 橋 直 司 (やる気スイッチグループホールディングス  

取締役社長) 

 田久保 善 彦 (グロービス経営大学院大学 常務理事) 

 伊 達 美和子 (森トラスト 取締役社長) 
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 田 中   潤 (ウイングアーク１ｓｔ 代表取締役  

社長執行役員CEO) 

 田 中 豊 人 (Ｂｌｕｅ Ｌａｂ 取締役社長) 

 田 中 秀 夫 (ＡＤワークスグループ 取締役社長ＣＥＯ) 

 田 中   豊 (アートグリーン 取締役社長) 

 田 沼 千 秋 (グリーンハウス 取締役社長) 

 玉 塚 元 一 (ロッテホールディングス 取締役社長ＣＥＯ) 

 千 葉 知 裕 (Macbee Planet 取締役社長) 

 張   士 洛 (日本能率協会マネジメントセンター 取締役社長) 

 塚 田 亮 一 (アシアル 取締役) 

 徳 永 優 治 (エゴンゼンダー パートナー) 

 冨 田 和 成 (ＺＵＵ 代表取締役) 

 豊 田 正 和 (国際経済交流財団 会長) 

 鳥 越 慎 二 (アドバンテッジリスクマネジメント 取締役社長) 

 長 江 洋 一 (HEXEL Works 取締役会長) 

 中 尾 安 志 (田中建設工業 取締役社長) 

 中 島 基 善 (ナカシマホールディングス 取締役社長) 

 長 田 英 知 (良品計画 執行役員) 

 中 谷   昇 (レイモンジャパン 取締役社長) 

 永 久 幸 範 (ﾌﾞﾗｳﾝ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ･ﾊﾘﾏﾝ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ  

取締役会長) 

 永 堀   真 (フィリップ証券 取締役社長) 
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 中 村 善 二 (ＵＢＳ証券 取締役社長) 

中 村 哲 也 (日本タタ・コンサルタンシー・サービシズ  

副社長執行役員)  

中 村 壮 秀 (アライドアーキテクツ 取締役社長)  

南 部 智 一 (住友商事 取締役 副会長) 

 西 川 久仁子 (ファーストスター・ヘルスケア 取締役社長) 

橋 本 英 知 (ベネッセホールディングス 専務執行役員) 

 橋 本 優 希 (キョウデン 取締役) 

 樋 口 智 一 (ヤマダイ食品 取締役社長) 

 平 井 康 文 (楽天グループ 副社長執行役員) 

 平 野 哲 行 (平野デザイン設計 取締役社長) 

 平 松 哲 郎 (中央日本土地建物 特別顧問) 

 藤 井   剛 (富士通 Senior Vice President) 

 藤 井 輝 夫 (東京大学 総長) 

 藤 森 義 明 (日本オラクル 取締役 会長) 

 藤 原   浩 (iLAC 専務取締役) 

 布 施 達 朗 (セコム 専務取締役) 

 船 倉 浩 史 (野村総合研究所 顧問) 

 舩 橋   元 (ＩＣＭＧ 取締役) 

 程   近 智 (ベイヒルズ 代表取締役) 

 堀 内   勉 (多摩大学サステナビリティ経営研究所 所長) 

 堀 江   徹 (日本信号 常務執行役員) 
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 前 田 匡 史 (国際協力銀行 取締役会長) 

 牧 浦 真 司 (商工組合中央金庫 取締役) 

 間 下 直 晃 (ブイキューブ 取締役会長 グループＣＥＯ) 

 増 田 健 一 (アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法 

共同事業 パートナー) 

 増 田 真 男 (日本政策投資銀行 常務執行役員) 

 益 戸 正 樹 (ＵｉＰａｔｈ 特別顧問) 

 増 山 美 佳 (増山 ＆Ｃｏｍｐａｎｙ 代表) 

 三 木 康 弘 (阿波製紙 取締役社長) 

 三 毛 兼 承 (三菱UFJフィナンシャル・グループ 取締役  

執行役会長) 

 三 嶋 英 城 (ＳＭＢＣクラウドサイン 取締役社長) 

 三 宅 茂 久 (税理士法人山田＆パートナーズ 統括代表社員)  

 本 村   健 (岩田合同法律事務所 パートナー弁護士) 

 森     健 (プログビズ 代表取締役) 

森   哲 也 (日栄国際特許事務所 弁理士・学術博士・ 

代表社員・会長)  

森 川   智 (ヤマト科学 取締役社長) 

森 川 徹 治 (アバントグループ 取締役社長グループＣＥＯ) 

 森 田   均 (ＦＵＮＤＩＮＮＯ 常勤監査役) 

 安 田 育 生 (ピナクル 取締役会長兼社長兼ＣＥＯ) 

 山 口 公 明 (セントケア・ホールディング 取締役) 

 山 下 良 則 (リコー 取締役 会長) 
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 若 山 健 彦 (ミナトホールディングス 取締役会長兼 

グループＣＥＯ) 

 渡 邉 靖 久 (タルコット ファイナンシャル グループ  

アジアパシフィック 代表) 

 

以上157名 

 

事務局 

 宮 崎 喜久代      （経済同友会 執行役） 

 福 山 正 寿      （経済同友会 政策調査部 マネジャー） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


